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論文
現代日本の出生率変動における
テンポ要因とカンタム要因
―Butz-Ward タイプのモデルとその適用—
大 谷 憲司
1 はじめに
1101 
1948年の優生保護法の制定および1950年代における同法の適用基準の一層の
簡略化ならびに民間レベルにおける家族計画運動の大規模な推進による避妊方
法の普及により， 日本の出生率は 1950年代に大幅に低下した。その結果，日
本におけるいわゆる「出生力転換」は完結したと思われた。事実， 1960年代で
は，「ひのえうま」によるきわめて一時的で急激な出生率の変動はあったもの
の， 60年代前半から後半にかけては若干の出生率の増大さえも観察されたので
ある。たとえば，合計特殊出生率 (totalfertility rate=rTFR)で見てみると，
1960年代前半ではその値は 2_.00ほどであったが， 60年代後半は 2.13ほどであ
り，さらに1971年には2.16とビークを記録し，その後第 1次石油ショックの起
こった1973年まで2.14台であった。しかし， 1974年以降再び出生率は長期的な
低落傾向を示し， 1980年代中期に若干の揺り戻しがあったもののおしなべて下
降の一途をたどった。そして， 1989年には前年に比べて合計特殊出生率は 5彩
以上の大幅低下となり史上最低の1.57を記録したのである。
1950年代の出生率低下においては，人工妊娠中絶の解禁と避妊方法の普及に
よって有配偶者の出生率自体の低下が促進されたことは明らかである。すなわ
ち， Easterlin(l978),Easterlin and Crimmins(1985)あるいはRetherford(1985) 
の出生力転換モデルでいえば，すでに戦後のベビーブームを経て夫婦にとって
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子供の供給過剰状態にあったところへ，出生抑制手段の経済的ならびに心理的
な大幅コストダウンが行われたために夫婦出生力そのものが急減したというこ
とになる。
一方，第 1次石油ショック以降の出生率の低下の原因はそれほど明らかでは
ない。 まず， 出生率の低下といっても指標によっては必ずしも夫婦出生力の
低下を意味するものではない。たとえば，合計特殊出生率は有配偶率の低下，
すなわち初婚年齢の上昇あるいは出生過程にある夫婦の離婚の増大などによっ
ても惹き起こされる。結婚した夫婦について計算される合計結婚出生率 (total
marital fertility rate=TMFR)は，このような有配偶率の影響を除いた期間夫
婦出生力の指標である。一方，夫婦が子供を生み納める年齢に達したときに何
人の子供を持っているかを示す完結出生力はコウホート夫婦出生力の指標であ
る。合計結婚出生率が低下した場合でも必ずしも完結出生力も低下していると
は限らない。すなわち， 合計結婚出生率は， たとえ関係するコウホートの完
結出生力に変動がないとしても， 出生のクイミングの変化のみによっても大
きく左右される。 Ryder(1964, 1980)は， 期間出生率の変動要素としてテンボ
(tempo)要因（タイミング効果）とカンクム (quantum)要因僚嘩出生力効果）
を弁別することの重要性を指摘した。 1970年代以降の期間出生率変動を検討す
る際にもこの両要素を無視できない。
日本で見られたこのような最近の期間出生率の傾向的な低下は，欧米の先進
国にも共通の現象である。欧米の出生率低下に関しては，そのかなりの部分が
完結出生力の低下に起因するという認識!)のもとでいろいろな説明が行われて
いる。大別すると，サイクル説と持続説にわけられるであろう 2)。
1) Calot and Blayo (1982)は，西ヨーロッパの6カ国（イギリス，フランス，オラン
ダ，スウェーデン，イタリア，西ドイツ）について合計特殊出生率の低下を検討し，
1970年代の合計特殊出生率の低下が実際の夫婦出生力低下をかなり誇張している可能
性を示しながらも，スウェーデンを除いて1930年代の出生コウホートからコウホート
出生力が継続的に低下してきたことは否定できないとした。
2) McDonald (1984)は，出生率低下についての説明を短期効果説と長期効果説に分類
している。
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サイクル説の代表は Easterlin(1968, 1980)の相対的経済状態仮説である。
これは夫婦の生活水準に対する期待と彼らの現実の経済状態の対比（これを相
対的経済状態 (relativeeconomic status)とよぶ）が，・出生行動の重要な決定要因
であると考える。若い夫婦は自分たちが青少年期を過ごした親の家庭の経済状
態より現在の自分達の経済状態がよいと判断すれば出生を促進し，そうでなけ
れば出生を抑制するというのである。 Easterlinは，相対的経済状態の近似的
な指標として世代間のコウホートサイズの比（相対的コウホートサイズ）を用い
た。たとえば， アメリカ合衆国の戦後の出生率変動を次のように説明した。
1950年代の若夫婦は1930年代の不況下に生まれ，自分の親たちの経済状態を見
ることによって青少年期に形成された生活要求水準はそれほど高くなかった。
しかし，戦後の繁栄期に結婚期を迎えた彼らは，自分達のコウホートサイズが不
況のために小さかったことも加わって，よりよい相対的経済状態を見いだし戦
後のベビープームを形成した。それに対し，戦後のベビープーム世代ははじめ
から豊かな生活を享受したため，高い生活要求水準を持っていた。しかるに，
彼らが結婚期を迎えると経済状態は悪化し，またコウホートサイズが大きいた
めに競争が激しく低い相対的経済状態を見いだしたのである。したがって，か
れらの出生抑制が1970年代以降の出生率低下を引き起こしたというのである。
この考えによれば，好不況の経済サイクルとそれに対応するコウホートサイズ
の循環の結果，出生率はサイクル過程を描くことになる丸
出生率低下持続説は，女子の意識の変化を強調する社会学的な説明に多く見
られる。戦後の出生率低下は，女子は家庭内で子供を育てることに専念すべきで
あるという態度の衰退，そして家庭外の職場における女子の自己実現への志向
3) Artzrouni and Easterlin (1982)は， 1951年から1976年にかけての西欧10カ国の合
計特殊出生率と相対的なコウホートサイズの間の相関を検討して， Easterlin仮説
を支持する結果を得たとしているが， Wright (1989)は，西欧16カ国について 1950
年から1985年にかけての合計特殊出生率と相対的コウホートサイズについてGranger
の因果テストを用いて検討し， Easterlin仮説を支持する結果を得ることはできなか
った。
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の高まりを反映していると考えるのである (Ryder(1982))。Vande Kaa(l980) 
は，子育てを中心とする家族からそれぞれの自己実現を目的とした夫婦中心の
家族への移行を progressivismの浸透と称した。 Aries(1980)はこの過程を
子供指向主義から自己指向主義への変化と記した。 Westoff(1978,1987)は，子
供の経済的価値の変化，伝統や宗教の影響力の低下，個人主義の高揚，両性間
の平等の増大，より効果的な出生抑制技術の低廉化などを考慮すると，再度の
持続的なベビーブームはありそうもないと述べた。また，近代化にともなう親
族関係の紐帯の弱体化が，•子供の費用を増大させると同時に個人の行動選択肢
を拡大させ，子供に対する需要を減少させたという考えもある(Turke(1989))。
Lesthaeghe(1983)は，完結出生ヵの低下が経済危機や女子の機会費用の増大
に対する単なる反応ではなく，西欧における世俗的個人主義への長期的な移行
過程のあらわれであると解釈している。 Leasure(1989)は，出生率低下の原因
として，自立化の拡大があると主張した。これに対し，戦後の先進国における
出生率低下は，社会的，経済的，文化的な環境変化によって強いられているも
のであり，むしろ個人の自由な選択が狭められたことによって生じた規範強化
に起因するという考えもある(Bourgeois-Pichat(1981), Hawthorn (1982))。
一方， Becker(1981), Becker and Lewis (1973), Willis (1973), Schultz 
(1981)らの「新家政学 (newhome economics)」と称されるミクロ経済学的な
出生行動理論の立場から， Butz・andWard(l979a, 1979b), Ward and Butz 
(1980)は，アメリカ合衆国の出生率変動が Easterlin仮説とは対照的にカウ
ンクーサイクリカルであると主張した。この説は，夫の所得に対する出生行動
の反応は，妻が家庭外において雇用されているかいなかによって異なると考え
る。ある年次の夫婦全体の出生確率を B, 妻が雇用されていない場合の夫婦
の出生確率を 81,妻が雇用されている場合の夫婦の出生確率を Bzで表すと，
次のような関係が成り立つとする。
B=(l-k)BサkBz
B1 =B1CYm, Wt*, X) =B1(Ym, X) 
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B2=B2(Ym, W1, X) 
k =k(Ym, W1) 
：ここで， Kは有配偶女子のなかで雇用されている者の割合であり， Ymは夫の
所得， w,は雇用されている妻の賃金であり，彼女の時間の機会費用である。
雇用されていない妻の時間の機会費用は夫の所得の関数 W,*と仮定されてい
る。また， Xはその他の要素を示すベクトルである。
他の条件が等しければ，雇用されている女子の賃金が上昇した場合， Kが上
昇するとともに雇用されている妻の時間機会費用が増大し，子供の潜在価格が
上昇することになり，妻の賃金の増大による，すなわち世帯の所得の増大によ
るプラスの効果を上回る負の効果が生ずると仮定すると B2は減少する。ま
た，夫の所得の上昇は，他の条件が等しければ雇用されている妻の出生確率に
はプラスの効果のみを生じさせる。しかし，夫と妻の家庭内で消費される時間
が粗代替性を持つとすると，夫の所得の増大は夫の家庭内で使われる時間を減
らして妻の時間で代替させる方向に働くが，雇用されていない妻についてはも
はや妻の家庭内での時間を増大させることはできないので，妻の家庭内消費時
間の潜在価格が増大し，ひいては子供の養育を通じて子供の潜在価格を増大さ
せ，夫の所得効果を減殺するマイナスの影響が働くと Butzらは予想する。こ
うして，有配偶女子の雇用割合の増加と女子賃金の増大は持続的な出生確率の
低下をもたらしうるとするのである。
Butz and Ward (1979a)は，
lnB=(:}o+ (:1 +fJ2)klnYm+fJ1Cl-k)lnYm+fJskln W,+u 
=(:}。+(:}1lnYm+fJ2klnYm+fJsklnW1+u
という回帰式を想定し，雇用されていない妻の出生確率の夫の所得に対する弾
力性が正であるため'fJ1>0, また，雇用されている妻の出生確率の夫の所得
に対する弾力性は前者よりも大きいと考えられるので,fJ1 + fJ2>fJ1, すなわち
fJ2>0, また， 上記のように妻の賃金上昇による子供の潜在価格の増大が出生
率に対してマイナスの影響を持つことを前提として,fJs<Oと予想した。彼ら
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は， 1948年から1975年までのアメリカ合衆国における年齢別出生率と合計特殊
出生率を従属変数として彼らの仮説を検証し，肯定的な結果を得た％
わが国の出生率変動に関してもいくつかの研究が Butz-Wardモデルの適
用可能性を検討している。 Ohbuchi(1982)は， 1948年から1980年までの合計特
殊出生率に関して Butz-Wardモデルを適用したが回帰係数の符号が予想に
反するとして否定的な結果を得た5)。Osawa(1988)は， 1960年から1980年まで
の合計特殊出生率と年齢別出生率を従属変数として， Butz-Wardモデルに若
干修正を施してその適用を試みた。すなわち， Osawaは，
lnB=Po+P1lnYm+P2klnYm-卜糾nW1+紐 lnW1+u
という回帰式を想定して係数の推定を行い， Butz....:wardモデルに沿った結果
を得ている。
一方， Ogawaand Mason(1986)は， 1963年から1984年までの合計特殊出生
率と年齢別出生率を従属変数として Butz-Wardモデルがよくあてはまると
した。また， Butz and Ward(l979a)における上述の回帰式によって推定さ
れた係数値は，たと Wtの単位のとり方によってその絶対値と、符号を大き
く変化させるという指摘(Kr血1~r and Neusser (1984))を考慮して， Ogawaら
は単位による影響を免れるいくつかのモデルについても吟味している。また，
Ohbuchi(1988)は， 1950年から1983年までの合計特殊出生率についてその他の
従属変数を含むいくつかの同時方程式のひとつとして Butz-Wardモデルを
4) . Ermisch (1979)は， 1955年から 1975年にかけてのイギリスの合計特殊出生率変動
が Butz-Wardモデルによって Easterlin仮説よりもよく説明されることを示し，
Ermisch (1980)は Butz-Wardモデルの関係式を若千修正して， それが1957年か
ら1977年にかけての西ドイツの合計特殊出生率変動をよく表現しているとした。ま
た， Butz-Wardモデルは妻の就業率の増大および雇用された妻の賃金の上昇が持続
的に出生率を低下させるとしたが， Ermisch(1981)は，希望子供数に下限があるこ
とを考慮して出生率下げ止まりの可能性を示唆した。
5) Ohbuchi (1982)は， 同時に Easterlin仮説の同じ従属変数に対する適用可能性を
検討し，相対的経済状態を示す指標としての相対的コウホートサイズはほとんど説明
力を有しないが，相対賃金による指標を用いるとかなり適合するとした。
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検討し，再び否定的な結果を得た。 このような異なる結果が得られた背景に
は， Ohbuchiが1950年代から 1980年代までと戦後のいわゆる「出生力転換」
期を含む時期の比較的長期の合計特殊出生率を扱っているのに対し， Osawa
あるいはOgawaand Masonは1960年代の安定期以降の出生率を問題にし
ていることも関係していると思われる。「出生力転換」の末期であった1950年
代の出生率低下のメカニズムと1960年代の安定期を経た後の1970年代以降の新
たな出生率低下のメカニズムはかなり異質であるとすれば両者の結果が相違し
てもそれほど不思議はない。
2 Butz-Wardタイプのモデルによる1968-1986年における
日本の出生率変動の分析
2.1 Butz-Wardモデル適用に関する従来の研究の問題点
本稿は， 1960年代末以降の出生率変動のメカニズムを解明する一環として
Butz-Wardタイプのモデルを再び検討し，その適用可能性を探求する。そこ
で， Butz-Wardモデルに関する今までの研究に共通する問題点を指摘しよ
う。まず従属変数の問題がある。 Butz-Wardモデルでは，ある年の出生確率
をモデルの被説明変数としているのであるが，その検証に関しては Butzand 
Ward(1979a)の論文以来一貫して合計特殊出生率あるいは年齢別出生率が用
いられてきた。 しかし， モデル自体は明らかに有配偶女子の出生確率に関す
るものであるから， 有配偶者の出生率を用いる方が当然理屈にあっている。
前述のように，合計特殊出生率の変動には年齢別有配偶率の変化の影響も含ま
れているのである6)。 もちろん， 今までの研究もその点に留意してはいるが
(Ogawa and Mason (1986: 7), Osawa (1988: 649))有配偶者の出生率を用いて
はいない。 1970年代以降の欧米のように同棲の普及による結婚外の出生数増大
が見られるところでは，結婚を条件とする出生率の分析が必ずしも有効でない
6) McDonald (1983)の注1(p. 422)参照。
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場合もあるが，日本ではまだ有配偶出生率の分析が重要であると考えられる。
とはいうものの，いままで有配偶出生率が従属変数として用いられてこなか
ったことには事情がある。すなわち，年齢別の有配偶出生率が国勢調査年につ
いてしか得られないのである。また，国勢調査年について得られる年齢合計結
婚出生率(agetotal marital fertility rate=ATMFR)は，女子の年齢別有配｛昌出
生率を15歳から49歳まで合計したものであるが，合計特殊出生率とはかけ離れ
て大きい数字となる。これは， 15歳ですでに結婚し49歳まで有配偶として生存
した場合の有配偶女子一人あたりの子供数という現実的でない仮定に年齢合計
結婚出生率が基づくからである。したがって，結婚年齢分布を考應して，ある
年の女子の結婚持続期間別有配偶出生率を合計した結婚持続期間合計結婚出生
率(durationtotal marital fertility rate=DTMFR)を用いることが望ましい。し
かし， 1980年代を除いて人口動態統計に基づく結婚持続期間合計結婚出生率を
得ることはできない7)。
この従属変数の問題を含めて今までの Butz-Wardモデルの研究には，次
のような疑問があった。
(1) 従属変数として合計特殊出生率（あるいは年齢別出生率）のみを用いること。
(2) 検証すべき回帰式について異論が出され一定していない。
(3) 合計特殊出生率の自己相関が高いために多くの研究でかなり低いダービン
ワトソン比が報告されているが，それに対する配慮はほとんどなされていな
ぃ8)。
2. 2 本研究において用いられる従属変数とモデルの特徴
第 1の点に関して，本研究では，厚生省人口問題研究所が行っている出産力
7)伊藤・坂東 (1989)は， 1980年代前半について DTMFRを人口動態統計によって計
算している。
8) Ermisch (1980)は，その点を考慮して合計特殊出生率の第1階差について回帰分析
を行っている。
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調査9)によって計算された結婚持続期間合計結婚出生率（以後，合計結婚出生率
〔TMFR〕と賂称する）を従属変数のひとつとして用いることにする10)0 
ところで，先にも指摘したように期間出生率の変動はテンポ要因とカンクム
要因の両者に起因しうる。 Butz-Wardモデルに関する研究においては全く無
視されているのであるが， Butzand Ward(1979b)とWardand Butz(l980) 
は，合計特殊出生率をテンポ要因とカンクム要因に分解する方法を提案してい
る。その方法は Ryder(1980)によって提示された方法と一致している。それ
によれば，合計特殊出生率を Fとした場合， それは次のような 2種類の指標
の積として表される。
Ft=HC、・TI,
ここで， HC,は t年において出生過程にある女子の完結出生力の調和平均で
あり，いわゆるカンタム要因を示している。 TI,はt年のタイミングインデッ
クスと称されテンポ要因を表している。したがって，平均的な完結出生力に時
系列的な変動がない場合でもタイミングインデックスが 1を上回れば合計特殊
出生率は上昇することになる。
一方，大谷 (1988)は，出産力調査から計算された結婚持続期間 15年までの
妻の結婚持続期間別出生率を合計して合計結婚出生率を求めたのち， それを
Ryder, Butz and Wardと同様にテンポ要因とカンタム要因の積として表し
た。すなわち，前述の F1が合計結婚出生率， Hc,mがその年に出生過程にあ
る夫婦の完結出生力の調和平均を示すことになる。大谷は，タイミングインデ
9)最近の出産力調査については，厚生省人口問題研究所 (1983,1988)など参照。出産
力調査は， 15歳以上50歳末満の有配偶女子（最近は独身男女を対象とする独身者調査
も同時に行われるようになったが）を調査対象として，国勢調査地区を抽出単位とし
て全国無作為抽出クラスターサンプリングによって 5年ごとに行われている。
10)この指標については，大谷 (1988,1989)参照。ここで，用いられる合計結婚出生率
は結婚後15年までの夫婦について第3子までを考慮している。 1970年代以降ではほと
んどの夫婦が結婚後15年までに子供を生み終え， 4子以上を持つ者はわずか数彩なの
で本研究の主旨からは無視できると考える。
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ックス TI,をさらにパリティ別に分解する方法を提示し，第 1子出生タイミン
グインデックス， T/1,, 第2子出生タイミングインデックス， Tl.な第3子出
生クイミングインデックス， TI3,,を定義した。これらのバリティ別の出生タ
イミングインデックスは，それが 1を超えていると当該順位の子供を生む時期
にある結婚コウホートにおいてそれ以前の結婚コウホートに比ぺてその年の当
該順位子の出生タイミングが早まっていることを意味している12)。これらの指
標の算出方法については Appendixに示した。
Butzらは，合計特殊出生率 FtとHG,,TI, を比較して1960年代のアメリ
カ合衆国における合計特殊出生率の低下がおもに完結出生力の低下に起因する
ことをグラフの比較によって示しただけで，これらの指標を Butz-Wardモデ
ルの中に従属変数として取り込むことはなかった。しかし， Butz-Wardモデ
ルで予測されるそれぞれの効果が果たして，完結出生力に影響しているのか，
あるいは出生タイミングの変化だけに影響しているのかということなどを検討
するためには， それらの指標も従属変数として採用する必要がある。たとえ
ば，ある年に出生過程にある結婚コウホートのコウホート出生力（完結出生力）
の調和平均である HGの変動が Butz-Wardモデルによってよく説明される
ならば，・妻の就業状態，妻の賃金，夫の所得が出生確率に与える効果はカンタ
ム要因にも影響することを示すことになる。また，クイミングインデックスで
ある Tim, Tll, T/2, T/3などに対する説明変数の効果はタイミング変化
11) HGの算出には各結婚コウホートの結婚後15年目の平均出生児数が必要であるが，一
番最近の調査である第9次出産力調査でも1972年以降の結婚コウホートではそれが得
られない。 したがって， 出生力低下の傾向を考慮して 1972年コウホートの2.04から
1986年コウホートの1.92まで直線的に低下するとここでは仮定した。
12)大谷 (1988,1989)は，これらの指標を用いて合計結婚出生率変動のテンボ要因とカ
ンタム要因への要素分解を行った。
13)ただし， TIは Appendixに示されているように完結出生力を1に規格化した場合
の出生子供数分布の変化も反映しており，カンタム効果を若干含んでいることに注意
しなければならない。
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に対する影響の程度を物語るのである。そこで，本研究では HG,Tl, T/1, 
T/2, T/3も従属変数として用いる。したがって，本研究の TFR以外の従属
変数は標本誤差を持っていることに注意しなければならない。
第2の点に関しては， Ermisch(1980)に従い次のように考えることにする。
すなわち， Butz-Wardモデルから前記のように，
B1=B1(Ym, X) 
B2=B2CYm, Wt, X). 
ここでは，その他の諸変数を表す Xを無視して，
dlnB戸知YmdinYm
dlnB戸和YmdlnYm丑 B罰1dinW1
7/は，それぞれ独立変数に対する従属変数の弾力性である。したがって，
lnB戸和＋知叫nYm
lnB戸和＋和YmlnYm丑 B,w1lnW1
とする。また， Butzand Ward(1979a)とは異なり，
lnB=(l-k)lnBげ klnB2
として，
lnB=和＋（和ー和）k+和 YmlnY叶 (7/B←-7/Bむ）klnYm+TJB,W1klnW1. 
McDonald(1983)が指摘するように，環境要因が変化してから出生に影響が現
れるまで少なくとも 9カ月かかるのであるから， Butzand Ward(1979a)その
他の研究のように説明変数として同年のデータを用いるのは論理的でない。よ
って， 1年のラグを考慮して，
lnh'. 戸 Po+紐 t-1+紺nYm,1-1+/i凸 lnYm,1-1+紐 t-1lnW1,1-1 +u, 
とする。この式は Butzand Ward(1979a)が示した前記の式とは異なり， Kの
みからなる項を含む14)。また，第3の点に関しては必要に応じて自己回帰分析
を行う。
ところで， Yamamuraand Hanley(1975)が指摘したように，日本における
「出生力転換」が終了した後に広く普及したいわゆる bunchedbirth pattern 
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呻後短期間に少数の子供を生み終える）には，親の子供の教育に対する期待が影
響していたと予想される。子供の教育費については，子供の数に相対する子供
の質のコストの問題として．「新家政学派」の出生行動理論の中で重要な要素と
なっている。そこで，本研究では，世帯主の収入に対する教育費支出の割合を
lnBに対する独立変数として含む場合も検討する。すなわち， EC、を t年に
おける世帯主収入に対する教育費支出割合の平均とすると，
B1=B1(Ym, EC) 
B2=B2(Ym, Wt, EC)・ 
したがって，
つまり，
lnB=和＋（和ー和）k+7Jsふ lnYm+(7Js←-7/sふ）klnYm 
＋和w1klnW.汁 7/紅 clnEC+(和Ec-:-7/氏Ec)klnEC
lnB戸 Po+P1k1-1十紺nYm,t-1+/isk1-1lnYn.,t-1 + fi4k、-1lnW1,t-1
+/islnECt→ +p必ー 1lnEC1-1+u, 
Kも明らかに， Ym,Wtあるいは ECの影響を強く受けると考えられる。
とくに， w, の上昇は，女子の労働力市場参加のための各自の reservation
wageとの比較において kを増加させ，また， ECの増大は，子供の教育に対
する期待が減退したりさらに出生数を減らさない限り，家計補助のための妻の
雇用を促進しkを膨張させるであろう。一方，夫の所得の増大は他の条件が等
しければ， 家計補助の必然性の低下によって Kの減少を生じさせる要因とし
て働くと予想できるが， Butz-Wardモデルによれば，雇用されていない妻の
時間機会費用が夫の所得にしたがって上昇するために Kの増加に貢献する要
因としても作用しうる15)。 しかし，実際は Ymと Wiがきわめて高い相関を
14) Ermisch(1980 : 135)参照。先に本文で述べたように， Kramerand Neusser(1984) 
は， hの項を含まないと Ym,W1の単位の変化によってその係数値が符号を変え
る点を指摘して Butz-Wardモデルに疑問を呈した。
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示しているので Ymを除外することにして16), 1期のラグを考慮して Kのロ
ジットについて
とする。
k, ln-—=a。 +a1lnW1,1ず田lnECぃ +v,1-k, 
係数の符号に関する予想は，次の通り。
P2~0 または P2~0: 雇用されていない妻の場合の出生確率に対する夫の所得
効果は，夫の所得の増大が妻の時間の機会費用，そして子供の潜在価格を増大
させることによって生じる出生確率に対するマイナスの影響のために，雇用さ
れている妻の場合に比ぺてその効果が多少減殺されるもののやはりプラスであ
ると Butz-Wardモデルは主張する。一方， Willis(l973)は，たとえ子供が下
級財でなくとも後者のマイナスの効果が前者のプラスの効果を上回り， 7JB1Ym
がマイナスになる可能性を指摘している。したがって， P2は正負いずれの可能
性も少なくない17)0 
Ps>O: 上述のように妻が雇用されている場合には夫の所得の増大は．， プラス
の効果を持つが (7JB,む>o),妻が雇用されていない場合には子育てに割かれる
妻の時間の機会費用を増大させるマイナスの影響が同時に作用する。したがっ
て， 7J恥石一7JB1む>Oと予想される。
fi4<0: 妻が雇用されている場合の妻の賃金の上昇は所得増大に伴う出生確率
にプラスの効果と働いている妻の時間の機会費用の増大という出生確率にとっ
15) Butz and Ward (1979a)は， lnBに関する前述の回帰式と Kの夫の所得と妻の賃
金に対する回帰式．（独立変数： 1nYmi, 1nYm1ー1,lnW111 lnW.t: ーヽ1)について 2SLS
を用いて係数の推定を行ったとしている。
16) Osawa (1988)は， lnk,=-0.513+0. 0441nYm、ー1+0.032lnW.t:、ー1という式を 2SLS
の第1段階で得たが， Osawa自身が述べるように，夫の所得と妻の賃金の間の高い
相関による多重共線性のために両方の係数の有意性は非常に低くなっている。以下に
述べる本研究のデータによれば， Ymとw,の相関は0.994である。
17)大淵 (1988)参照。
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てマイナスの効果をもたらすが，ここでは後者が前者を上回ると仮定する。，s<O: 雇用されていない妻の場合，教育費支出割合の増大は子供に対する投
資を大きく削減しない限り出生確率を低下させるであろう(7/らEc<o)。
/is:: 〇：現代の日本においては， 多くの場合妻は教育費支出や住宅ローンなど
に対する家計補助を主たる目的のひとつとして雇用されているので，教育費支
出の世帯主収入に対する割合の増大は計算におりこみ済みであり，それが出生
確率に与える影響は，．雇用されていない妻の場合よりも小さいのではないかと
推量できよう。したがって， 7JB,EC:5:7JむEc:5:Q,すなわち， 7JむEc-1/恥ECL〇と
予想される。
ここで用いられたデータは，次の通りである。
Yが「賃金構造基本統計調査」（労働省）による男子の「平均月間きまって支給す
る給与額」を消費者物価指数によってデフレートし，さらに失業者の存在を考
慮して各年の(1-男子完全失業率）を乗じた。単位の相違により，自身およびその
他の係数に影響を与えることを防ぐため分散が 1となるように標準化した18)0 
w,: 「賃金構造基本統計調査」（労働省）による女子の「平均月間きまって支給す
る給与額」を消費者物価指数によってデフレートした。単位の相違により，自
身およびその他の係数に影響を与えることを防ぐため分散が1となるように標
準化した。
ぶ「労働力調査」（総務庁）による有配偶女子の雇用者割合。
EC: 「家計調査」（総務庁）による世帯人員2人以上の勤労者世帯における年平均
1カ月間の世帯主収入に対する教育費支出の割合。
分析対象となる期間は1968年から1986年までとする。図 1に本研究で用いら
れた従属変数の推移を分析期間について示した。日本では， 1966年に「ひの
えうま」による突発的な出生率低下が観察され， Ogawaand Mason(1986), 
Ohbuchi(l988)らは，回帰式にダミー変数を用いて「ひのえうま」の再現を行
-1s) Ogawa and Mason (1986: 12)参照。
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1-TFR -TMFR 置HG 令 TI•··: Tll --Tl2 . --Tl3 . I 
-----
2. 2 
2. 0 
I. 8 
I. 6 
1:4 
1.2 
1. 0 
0.8 
1968 1973 1978 
図1 従属変数の推移： 1968-1986 
TFRは人口動態統計のデータによる。
Iヽ ヽヽヽ ヽヽ ヽ
1983 
TMFR, HC, TI, Tl1, Tl2, Tl3は出産力調査のデータによる。
っている。しかし， 1960年代前半において出生率が安定していたことを考慮す
れば，「ひのえうま」の反動による出生率増大の見られた 1967年までは対象か
ら除く方が1970年代以降の出生率変動の機構をより明らかにするであろう。
2. 3 分析結果と考察
lnBの誤差項と Kの間に相関があるとすれば lnBについての OLSによ
るパラメータ推定値は一致性を持たないので，教育費に関する項目を含む場合
と含まない場合のそれぞれについて，先述の 7個の従属変数とKに関してとり
83 
1116 闊西大學『純清論集』第40巻第6号 (1991年3月）
あえず OLSと 2SLSを行った19)。その結果， OLSと 2SLSの間にほとん
ど差が見られなかった。 Kは lnBの誤差項とほとんど相関を持たないが，従
来の研究に見られるように TFRをはじめとしていくつかの従属変数について
系列相関の存在を示すダービンワトソン比が検出されたのでlnBについては自
己回帰分析を行うことにした20)0 
その結果を表1, 2に示した。 まず， 教育費支出割合を含まない， いわば
Butz-Wardモデルにより近いモデルについて見てみよう。合計特殊出生率
(TFR)については， 雇用されていない妻における夫の所得の効果はほとんど
ゼロである。このことは妻が雇用されていない場合の夫の所得増大の効果が妻
の時間機会費用の上昇によって相殺されることを示唆している。一方， Psは
予想に反してかなりゼロに近い値となっている。また，雇用されている妻の賃
金の上昇は， 5彩水準で有意とはなっていないが予想されたようにマイナスと
なっている。
TFRの変動は前述のように女子の有配偶率の変化によっても大きく影響さ
れるので，合計結婚出生率(TMFR)を見る必要がある。 TMFRでは，やはり
P2は TFRの場合と同様にほとんどゼロであるが， Psがプラスで大きく 596
水準で有意となっており，妻が雇用されている場合とそうでない場合の夫の所
19) OLSによって
k, 
In―=-0.459 + 0.927 InW1,t-1 + 0.523 lnEC,-1 
I-kt (-1. 29) (11. 24) (6. 60) 
J?l=0.929, DW=l.832となった。
20) kとlnBの誤差項の相関はすべて0.0007以下であった。また，ダービンワトソン比
はTFR,T/3で1.0-1. 3と正相関， TMFR,TI, TlIで2.2-2.6と負相関の傾向を
示した。本研究における分析はすべて関西大学情報処理センクーFACOMM780を
用いてSASによって行われた。自己回帰分析にはAUTOREGプロシージャが用い
られ， Yule-Walker推定値はそのデフォールト出力であるが， ここでは, AR(!) 
が用いられてい1るので Prais-Winsten推定値とも称される。詳細については SAS
Institute (1988)参照。
84 
表
1
自
己
回
帰
分
析
の
結
果
(1
):
教
育
費
支
出
割
合
を
含
ま
な
い
場
合
パ
ラ
メ
ー
タ
〔
独
立
変
数
〕
T
F
R
 
T
M
F
R
 
H
G
 Y
ul
e-
Wa
lk
er
推
定
値
属
変
数
T
I
 
従
Tl
l 
T/
2 
Tl
3 
fl゜〔
In
te
rc
ep
t〕
P1
⑭
)
 
f,2
 
(l
nY
m〕
p正
kl
nY
m〕
P心
l
n
W
1〕
df
 
R
M
S
Q
 
A.
IC
 
RZ
 
0.
27
6 
(0
. 
50
9)
 
2.
88
8 
(1
.0
28
) 
0.
22
5 
(0
.7
65
) 
0.
83
5 
(0
.4
01
) 
-2
.8
08
 
(-
2.
11
7)
 
13
 
0.
03
0 
-7
4.
 6
57
 
0.
79
8 
0.
66
1 
(1
. 
66
0)
 
0.
55
5 
(0
.2
39
) 
-o
. 
06
3 
(-
0.
32
3)
 
3.
90
6*
 
(2
.1
83
) 
-4
.2
16
**
 
(-
3.
66
1)
 
13
 
0.
02
5 
-8
0.
86
0 
0.
79
8 
0.
69
6*
* 
(4
.3
55
) 
0.
42
5 
(0
.4
73
) 
0.
03
0 
(0
.3
69
) 
0.
34
8 
(0
.5
09
) 
-0
. 
76
2 
(-
1.
 7
12
) 
13
 
0.
00
9 
-1
18
.3
67
 
0.
91
9 
-0
.0
62
 
(-
0.
18
3)
 
0.
32
2 
(0
.1
63
) 
-0
.0
84
 
(-
0.
 5
12
) 
3.
48
9*
 
(2
,2
91
) 
-3
.4
68
**
 
(-
3.
 5
51
) 
13
 
0.
02
2 
-8
6.
 3
38
 
0.
73
7 
0.
29
1 
(0
.4
47
) 
-0
.2
98
 
(-
0.
07
9)
 
-0
.1
55
 
(-
0.
48
6)
 
-0
.9
64
 
(-
0.
33
0)
 
1.
40
3 
(0
.7
47
) 
13
 
0.
04
1 
-6
2.
37
6 
0.
28
9 
-0
.1
27
 
(-
。
.1
88
)
0.
97
0 
(0
.2
51
) 
-0
.0
67
 
(-
0.
19
8)
 
3.
24
5 
(1
.1
00
) 
-3
. 
49
6 
(-
1.
 8
24
) 
13
 
0.
04
1 
-6
2.
 7
74
 
0.
42
8 
1.
06
1 
(0
. 
87
0)
 
-6
. 
92
3 
(-
1.
 0
87
) 
-0
. 
79
7 
(-
1.
 2
11
) 
13
.1
72
* 
(2
,7
84
) 
-9
. 
63
8*
* 
(-
3.
18
4)
 
13
 
0.
06
7 
-4
3.
 5
55
 
0.
52
0 
?
*
 P
<
0
.
0
5
 
**
 P
<
0
.
0
1
 
(
)
 t
比
?
?
? ? ? ??
?
?
?
?
?
?
? ? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
（
?
?
）
?
?
?
?
?
表
2
自
己
回
帰
分
析
の
結
果
(2
):
教
育
費
支
出
割
合
を
含
む
場
合
パ
ラ
メ
ー
タ
〔
独
立
変
数
〕
T
F
R
 
T
M
F
R
 
H
G
 Y
ul
e-
Wa
lk
er
推
定
値
属
変
数
T
I
 
従
?
?
?
T/
1 
T/
2 
T/
3 
¢゜〔
In
te
rc
ep
t〕
．
 
，I 〔k〕 P印n
ぬ〕
¢迂
kl
nY
;元〕
p4 
(k
1n
W1
] 
，5〔ln
E
C〕
Ps
(k
ln
EC
〕
df
 
R
M
S
Q
 
A
I
C
 
R2
 
-2
.5
25
 
(-
1.
84
1)
 
13
.4
50
 
(1
. 
99
9)
 
-0
.0
02
 
(-
0.
00
4)
 
0.
54
3 
(0
.1
99
) 
-2
.5
39
 
(-
2.
14
5)
 
-0
. 
81
2*
 
(-
2.
 8
86
) 
2.
65
咋
(2
.5
08
) 
11
 
0.
02
6 
-7
9.
 6
74
 
0.
89
7 
-0
.0
50
 
(-
0.
04
6)
 
2.
53
0 
(0
. 
44
0)
 
-0
.3
82
 
(-
0.
81
8)
 
4.
19
8 
(1
. 
64
9)
 
-3
. 
62
0*
* 
(-
3.
12
1)
 
-0
.3
12
 
(-
1.
 6
82
) 
0.
82
3 
(0
.9
72
) 
11
 
0.
02
3 
-8
3.
64
7 
0.
87
9 
0.
92
0*
 
(2
.5
71
) 
-1
.7
54
 
(-
0.
 9
37
) 
-0
. 
36
0*
 
(-
2.
36
7)
 
1. 
73
7 
(2
,0
96
) 
-0
. 
73
0 
(-
1.
93
3)
 
-0
.0
94
 
(-
1.
 5
64
) 
-0
.0
11
 
(-
0.
04
1)
 
11
 
0.
00
8 
-1
26
.1
53
 
0.
97
8 
-1
.0
02
 
(-
。.
93
9)
 
4.
43
2 
(0
.7
95
) 
-0
.0
18
 
(-
0.
03
9)
 
2.
38
2 
(0
.9
65
) 
-2
. 
83
0*
 
(-
2.
51
7)
 
-0
.2
26
 
(-
1.
 2
48
) 
0.
86
9 
(1
. 
05
8)
 
11
 
0.
02
2 
-8
5.
03
3 
0.
77
6 
-0
.0
50
 
(-
0.
03
0)
 
4.
45
2 
(0
.5
05
) 
0.
96
0 
(1
. 
34
6)
 
-4
.0
06
 
(-
1.
 0
25
) 
0.
65
5 
(0
. 
36
8)
 
0.
33
9 
(1
.2
11
) 
-0
.1
61
 
(-
0.
12
3)
 
11
 
0.
03
6 
-6
6.
44
9 
0.
60
2 
-1
.5
05
 
(-
0.
 7
30
) 
5.
90
7 
(0
.5
54
) 
-0
. 
30
3 
(-
0.
34
4)
 
2.
86
0 
(0
.6
15
) 
-2
. 
70
7 
(-
1.
 2
86
) 
-0
.4
52
 
(-
1.
 2
34
) 
1. 
38
4 
(0
. 
88
4)
 
11
 
0.
04
1 
-6
1.
 6
09
 
0.
53
6 
-4
.1
21
 
(-
1.
 2
55
) 
11
. 
67
6 
(0
. 
72
0)
 
-1
.4
30
 
(-
1.
 0
70
) 
13
.3
49
 
(2
,0
15
) 
-9
. 
05
7*
* 
(-
3.
13
5)
 
-1
.5
87
* 
(-
2.
 3
91
) 
4.
99
1 
(1
. 
99
7)
 
11
 
0.
06
2 
-4
6.
24
1 
0.
70
2 
蘊耳
汁惨
「隣
章酪
憐」
瀕
40
~f
fi
? ? ??
?
?
?
?
*
 P
<
0
.
0
5
 
**
 P
<
o
.
0
1
 
(
)
 t
比
現代日本の出生率変動におけるテンボ要因とカンクム要因（大谷） 1119 
得増大の影響の違いを暗示している。 さらに， klnW1が期待されたようにマ
イナスで有意となっている。有配偶女子の出生率に限ることによって予想され
た結果がよりはっきりと現れた。カンタム要因である完結出生力変動を反映す
るHCは，あまり変化の範囲が大きくないこともあって切片のみが有意となっ
ているが， fi4が予想された方向にやや高い t比を示している。それに対し，
タイミングインデックス TIでは，やはり /i2はほとんどゼロであり，予想さ
れたように Paは有意にプラスとなっている。また， fi4は1%水準で有意にマ
イナスの効果を示している。このように， TIの結果は TMFRの結果と近似
している。すなわち，対象となっている1968年から1986年までの期間における
日本の有配偶期間出生率変動を説明するにあたって， Butz-Wardモデルは出
生率変動のテンポ要因の変化をよりよく説明している。
パリティ別タイミングインデックスでは，特に第 3子出生クイミングT/3が
統計的に有意な影響を受けている。 9バまゼロから有意に乖離していないが， Pa
は大きくプラスとなっており，妻が雇用されている場合に夫の所得が増大する
と第 3子の出生タイミングが早まることを意味している。もちろんこれは第3
子を生む夫婦が増加するというのではなく，本来生むはずであった夫婦がその
出生を早めたというタイミングヘの影響を示しているのである。また，雇用さ
れている場合に女子の賃金が上昇すると第 3子の出生タイミングは遅くなるこ
とがはっきり示されている。
次に，教育費支出割合を含む場合について見てみよう（表2)。TFRでは雇用
されていない妻の出生率に対する教育費支出の影響を示す/is,雇用されている
妻の出生率に対する教育費支出の影響と前者との差を示す /isが予想された符
号を持って 5形水準で有意となっている。特に，雇用されていない妻の場合に
教育費支出割合の増大が出生確率を低下させる傾向が顕著なようである。 TFR
のその他のパラメータは教育費を考應しない場合とあまり変わらない。 TMFR
では，教育費支出に関する項目も，また /isも予想された方向ではあるが5彩
水準で有意でない。ここでは変数間の相関の高さのために多重共線性が顕著に
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作用したのかもしれない。教育費支出割合が TFRで有意となり TMFRで
有意とならなかったことについては次のように考えることもできる。 TFR変
動は有配偶率の変化を含んでいる。そして，日本では結婚後家族を養えると判
断されるまで結婚を遅らせる傾向が強く，これがわが国の初婚年齢の一貫した
上昇に大きく貢献していると思われる。したがって，子育てに伴う費用，特に
教育費支出割合の変化などは結婚前にすでに考慮されており，それは結婚のタ
イミングに影響するものの有配偶出生率にはそれほど大きな効果を持たないの
ではないか。また， TMFRの測定において生じた標本誤差がこのような結果
をもたらした可能性も否定できない。一方， /J4は予想されたように有意にマ
イナスである。完結出生力を表す HCでは，教育費支出や妻の賃金は有意な
効果を持たないが，教育費支出の項を含むと，妻が雇用されていない場合の夫
の所得の増大は有意に完結出生力を引き下げる傾向を示している。
クイミングインデックスでは，教育費支出の項目を加えたことによる説明力
の増大は AICの比較によっても Tllを除いてほとんどない。第3子につい
ては，雇用されていない妻において教育費支出割合の増大がその出生タイミン
グを遅らせる傾向のあることが示されている。また，雇用されている妻での賃
金の上昇が第3子の出生タイミングを遅らせることがわかる。第3子の出生タ
イミングに関するこの女子賃金のマイナスの効果が全体の出生クイミング TI
へのマイナス効果に大きく影響していると考えられる。日本では高齢出産に対
する忌避傾向が少なくない21)ので， 第3子の出生タイミングの遅れは， 結局
第 3子を生むことを諦めることに帰結するケースが多いと思われる。したがっ
て，それはタイミングのみならずカンタム要因である HCをも 5%水準で有意
ではないものの引き下げる効果をもたらしている。子供を持たないこと，ある
いは子供 1人であることについて根強い抵抗のある日本社会では22), 完結出生
21)厚生省人口問題研究所 (1983)によれば，理想子供数より少ない予定子供数を示した
者のうち27彩以上が高齢出産忌避をその理由としてあげ，一番支持の多い理由であっ
た。
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カの低下が主として第3子を生む夫婦の減少によってもたらされるということ
とこの結果は符合している。ただし， 5%水準で統計的有意になっていないも
のの雇用されている妻で夫の所得の上昇が第3子の出生クイミングを早める方
向に働く可能性が大きく， この傾向は， 有意ではないが HGに対する /lsIこ
も示されている。
出産力調査などによれば理想子供数が3人である若い夫婦は少なくなく 23),
環境さえ整えば出生力が増大するのではないかという期待がある。妻が雇用さ
れている場合の夫の所得上昇の第3子出生タイミングに対するプラスの効果は
それを支持している。今後，雇用されている妻の割合がさらに拡大すれば，雇
用されていない妻における夫の所得増大に伴う完結出生力ヘの負の効果はその
比重を減じて行くであろう。また，妻の賃金上昇は第3子出生タイミングに対
するマイナスの効果を持っているが，これがButz-Wardモデルの主張するよ
うに妻の時間の機会費用の増大によるものとすると，よくいわれるように育児
休業や保育施設の充実によって第3子出生が促進される可能性はある。
3 おわりに
本稿では， 1970年代以降の日本における出生率低下に関する研究の一環とし
て1968年から1986年までのマクロデークを用いて若干修正された Butz-Ward
モデルの妥当性を検討した。従来のButz-Wardモデルに関する研究において
は，ある年の夫婦の出生確率を反映する従属変数として合計特殊出生率(TFR)
が用いられてきたが，周知のように合計特殊出生率は結婚の影響を受ける指標
22) 1987年に厚生省人口問題研究所によって行われた第9次出産力調査によれば（厚生省
人口問題研究所， 1988)妻の年齢が25-29歳の夫婦で子供2人を予定している夫婦が
56鍬 3人を予定している夫婦が36彩， 1人が4%, 4人以上が2.7彩，そして子供
、はいらないという夫婦は1彩にすぎない。
23)厚生省人口問題研究所 (1988)の第9次出産力調査の結果によれば， 25-34歳の妻の
うち46彩は3人を理想とし39彩が2人を理想としている。
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である。そこで，本研究では出産力調査によって求められた合計結婚出生率
(TMFR), その年に出生過程にある夫婦の完結出生力の平均に関する指標(HG),
出生タイミングに関する指標(Tl,Tli, Tl2, Tl3)も従属変数として用いた。
これらの従属変数に対する自己回帰分析の結果， Butz-Wardタイプモデル
で予想される出生確率への夫の所得，妻の賃金，妻の就業状態の効果が，有配
偶出生率のテンポ要因とカンタム要因にどのように及んでいるのかをみること
ができた。 TFRとTMFRの結果の比較では， TMFRで予想されたような
雇用された妻の賃金上昇のマイナスの有意な効果が見いだされた。また，雇用
されている妻における夫の所得上昇のプラスの効果と雇用されている妻におけ
る妻の賃金上昇のマイナスの効果が出生クイミング，特に第3子の出生クイミ
ングに大きく影響していることが示された。 • 
さらに，教育費支出の世帯主収入に対する割合を説明変数として修正Butz-
Wardモデルに導入して検討したところ， TFRと T/3については予想され
たような，雇用されていない妻での教育費支出割合増大がマイナスの効果を持
ち，また雇用されている妻との差の大きいことが示された。日本のような 2人
っ子社会では第3子の出生タイミングが完結出生力の決定に大きく影響する
が，妻が雇用される場合の妻の賃金の上昇は第3子の出生タイミングを遅らせ
ることによって究極的に完結出生力を低下させ，一方，妻が雇用されている場
合の夫の所得上昇はプラス，そして妻が雇用されていない場合の教育費支出割
合の増大はマイナスの効果をそれぞれ持つ傾向が示された。
有配偶出生率に関する指標である合計結婚出生率を従属変数にとった場合で
も修正された Butz-Wardモデルは 1968-1986年の日本のデータによくあて
はまり，テンポ要因とカンタム要因に対する夫の所得，妻の賃金などの効果も
見いだされた。しかし，このようなマクロレベルの分析は，データの数の少な
さ，変数間の高い相関，そしてまた，理論とデークの整合性，などの観点から
問題の多いことは否定できない。新家政学派にしろ Easterlin仮説にしろ本来
個々の夫婦の結婚出生行動を説明するものであるから，個人データによって検
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証することが望まれる24)。問題は，夫の所得，妻の賃金，妻の就業状態，出生
歴などをすべて兼ね備えた個人データがないことである。出産力調査などでそ
の一部はカバーすることができるので今後検討したい。
Appendix: 合計結婚出生率のテンボ要因とカンタム要因への分解方法
f(d, t, k)を年次 t, 結婚持続期間 dにおける第 K子の有配偶出生率とす
る。第3子までを考應するため，年次 t, 結婚持続期間 d(結婚後i5年までを考
える）における有配偶出生率(f(d,t, ・））は，
f(d, t, ・) =J(d, t, 1) +f(d, t, 2) +J(d, t, 3) 
となる。一方，コウホート Cのパリティ別コウホート結婚出生力を次のように
定義する。
C(c, 1)=エJ(d,t, 1) (1:;:d:;: お）
t-d=c 
C(c, 2) = t互,/Cd,t, 2) (l~d::;:::15) 
C(c, 3) = I; f(d, t, 3) (1:;:d:;::15) 
t-d=C 
したがって，コウホート Cの完結出生力 C(c,・）は，
C(c, ・) = C(c, 1) + C(c, 2) + C(c, 3) 
となる。
タイミングインデックス TI(t)は，
3 15 
TI(t)= I; エ〔f(d,t, k)/C(t-d, k)〕・〔C([-d,k)/C(t-d, ・）〕
k=l d=l 
と表される。年次 tにおける合計結婚出生率は
15 15 3 
F(t)=五f(d,t, ・）= I; I; f(d, t, k) 
d=lk=l 
であるから，年次 tにおいて出生過程にあるコウホートの完結出生力の加重
調和平均 HC(t)は， HC(t)=互il_という関係から求められる。年次tにおけTI(t) 
る第1子出生タイミングインデックス Tll(t), 同じく第2子出生タイミング
インデックス TI2(t), 同じく第3子出生タイミングインデックス TI3(t)を
24) Heckman and Walker (1989)参照。
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以下のように定義する。
15 
Tll(t)=~ [J(d, t, 1)/C(t-d, 1)〕
d=l 
15 
TI2(t) =エ〔f(d,t, 2)/C(t-d, 2)〕
d=l 
15 
TI3(t)=五〔f(d,t, 3)/C(t-d, 3)〕
TI(t)とパリティ別のタイミングインデックス (Tll(t),Tl2(t), Tl3(t)) を比較
してみると， Tl(t)はバリティ別の出生タイミングばかりでなくそれぞれの結
婚コウホートにおける完結出生力を 1に規格化した場合の子供数分布，すなわ
ち， C(c,k)/C(c, ・) (l~k~3) によって影響を受けることがわかる。
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